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運動部活動の地域移行に関する検討①

＜提言＞ 令和４年６月

＜今後の目指す姿＞

学校の運動部活動では支えきれなくなっている中学生などのス
ポーツ環境について，今後は学校単位から地域単位での活動に積
極的に変えていくことにより，少子化の中でも，将来にわたり我
が国の子供たちがスポーツに継続して親しむことができる機会を
確保する必要がある。このことは，学校における働き方改革を推
進し，学校教育の質の向上にもつながる。

第３期スポーツ基本計画（令和4年3月25日文部科学大臣決

定）にもあるとおり，「スポーツ」は様々な形での「自発的な」
参画を通して，「楽しさ」や「喜び」を感じることに本質を持つ
文化であり，全ての人が自発的にスポーツに取り組んで自己実現
を図り，スポーツの力で輝くことにより，前向きで活力ある社会
と，絆の強い社会を創ることを目指すべきである。その際，前述
した運動部活動の教育的意義や役割については，地域単位の活動
においても継承・発展させ，新しい価値が創出されるよう，学校
教育関係者と必要な連携をしつつ，発達段階やニーズに応じた多
様な活動ができる環境を整えるべきである。

運動部活動の地域移行は，単に運動部活動を学校から切り離す
ということではなく，子供たちの望ましい成長を保障できるよう，
地域の持続可能で多様なスポーツ環境を一体的に整備し，地域全
体で子供たちの多様なスポーツの体験機会を確保する必要がある。
このため，地域の実情等に応じ，適正なガバナンスを確保したス
ポーツ団体が組織化され，意欲のある教師を含め専門性等を備え
た指導者やふさわしい施設を確保し，適正な活動時間の中で生徒
が複数種目を選択し参加するなど多様な活動も提供されることを
目指すべきである。地域におけるスポーツ振興により一層取り組
む必要があり，国及び地方公共団体等において，運動部活動の改
革を契機として，中学生にとどまらず多様な世代が参加する地域
のスポーツ環境の充実を図る機会にしていくいことが重要である。

～運動部活動の地域移行に関する検討会議 提言より～



運動部活動の地域移行に関する検討② ＜提言＞ 令和４年６月



こども家庭庁の設置

「こどもや若者に関する施策については，
これまでも待機児童対策，幼児教育・保
育の無償化及び児童虐待防止対策の強化
など各般の施策の充実に取り組んできた
ものの，少子化の進行，人口減少に歯止
めがかかっておらず，また，児童虐待相
談や不登校の件数が過去最多になるなど，
こどもを取り巻く状況は深刻で，コロナ
禍がそうした状況に拍車をかけている。
このような危機的な状況を踏まえると，
常にこどもの最善の利益を第一に考え，
こどもに関する取組や政策を我が国社会
の真ん中に据えて，強力に進めていくこ
とが急務である。

このため，今般，こども政策を我が国社
会の真ん中に据え，こどもを取り巻くあ
らゆる環境を視野に入れ，こどもを誰一
人取り残さず，健やかな成長を社会全体
で後押ししていくため，強い司令塔機能
を有し，こどもの最善の利益を第一に考
え，常にこどもの視点に立った政策を推
進するこども家庭庁設置法及び関係法律
について所要の整備を行うこども家庭庁
設置法の施行に伴う関係法律の整備に関
する法律を定めることとした。また，こ
ども施策の基本理念や基本となる事項を
明らかにすることにより，こども施策を
社会全体で総合的かつ強力に実施してい
くための包括的な基本法であるこども基
本法が定められた。」

令和4年6月22日
内閣官房こども家庭庁設立準備室長発出

＜経緯＞

（※「こども基本法」令和4年6月22日公布，令和5年4月1日施行）



デジタル田園都市国家構想基本方針
（令和4年6月7日 閣議決定）

◆デジタル田園都市国家構想の実現に向けた方向性＜取組方針＞
(1)デジタルの力を活用した地方の社会課題解決
④魅力的な地域をつくる

デジタル田園都市国家構想の実現のためには，将来の地域活性化
の基盤となる子どもたちの教育の質を，教育DXを通じて全国どこ

でも向上させることが必要であり，教育の機会均等，学校における
働き方改革，個別最適な学び等の観点から，誰一人取り残すことの
ない教育のためのGIGAスクール構想を進めることが重要である。

(3)デジタル人材の育成・確保

小・中・高等学校及び大学等における教育を通じて新社会人がデ
ジタルリテラシーを確実に身に付けるようにするとともに，現役社
会人に向けてはデジタルスキル標準を提示し，それに紐付くオンラ
イン教育の提供等により，いつでも誰でもデジタルスキルを習得で
きる環境整備を行う。

◆各分野の政策の推進：「デジタル実装による地方の課題解決」
○多様な主体が参加する地方活性化＜具体的取組＞
d 社会教育を基盤とした地域活性化
・公民館，図書館などの社会教育施設の活用
⇒地域の取組にリアルな交流とデジタルの相乗効果が生まれ，
課題解決に向けたコミュニティ活動が活発化することで，誰
一人として取り残されない，デジタル社会の実現を図る。

⇒地域の教育力向上に向けて，ICTなどの新しい技術を活用し
つつ，多様な主体と連携，協働しながら魅力的な教育活動を
展開し，ひとづくり，地域づくりを行う取組を促進する。

e コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進
⇒学校と地域をつなぐ人材として，地域学校協働活動推進員の

効果的な配置促進等を図ることにより，我が国の将来を担う
子どもたちを地域全体で育む地域とともにある学校づくりを
推進するとともに，まちづくりといった課題解決のためのプ
ラットフォームにもなり得る学校を核とした地域づくりを推
進する。

～「デジタル田園都市国家構想基本方針」より抜粋


